
(7)器 具 ・容器包装資材の衛生学的実態調査

ア 調査 目的

容器包装の形態や材質、技術開発や多様化 した消費者ニーズにより、その種類はますます豊

富になっている。

また、食品の製造、調理 ・加工に使用 される器具類は、 日常家庭で使用されるものから、業

務用に使用 される最新式の機械までその種類は非常に多い。さらに、科学技術の進歩により、

今まで食品の製造に使用されていなかった材質のものが開発、使用されつつある。

このように多種多様な器具 ・容器包装が使用される中で、合成樹脂製あるいは金属製器具等

か ら溶出する添加剤、モノマーあるいは微量元素などが、健康に与える影響について、消費者

は高い関心をもっている。

これまでの先行調査では、主に家庭用の合成樹脂製容器包装の安全性について報告 してきた

が、業務用調理器具等の調査はあまり行なわれていなかった。

そこで今回は、業務用調理器具 ・容器、特 に金属製の器具についても衛生学的な実態調査を

実施 した。

イ 調査内容

(ア)調査方法

業務用調理器具専門の販売店で買い上げにより43検体、食肉製品製造業で収去等により6

検体、合計49検 体を試料とした。

(イ)検査機関

都立衛生研究所食品添加物研究科容器包装研究室

ウ 検査方法

(ア)合成樹脂製品中の添加物

粉砕試料を72時 間クロロホルムに浸漬 し、GCに よる定性、定量を実施 した。

(イ)金属製品及びホーロー製品の溶出試験

電気ポット:通 常の使用方法で、浸出液を沸騰させた状態を保持

ナベ類:容 量の8分 目程度浸出液を満た し、ゆるやかに沸騰

ホーロー容器のフタ:浸 出液に浸 し、ゆるやかに煮沸

エ 調査結果

(ア)材質鑑別について

金属製品は、ステンレス製9、 鉄製品3、 銅製品4(ス ズメッキ1、 シリコンコート1含)、

真ちゅう2、 アル ミニウム5検 体(ア ルマイ ト2含)で あった。

合成樹脂製品は、ポリプロピレン(PP)8、 ポリエチレン(PE)5、ABS3、 メラ

ミン2、 ポ リカーボネー ト(PC)3、 ポ リ塩化ビニル(PVC)1、 シリコン樹脂1検 体

であった。

(イ)規格試験について

検体はすべて、規格、基準に適合 していた。
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(ウ)合 成樹脂製品中の添加剤の含有量 につ いて

(1)酸 化 防止剤

酸化防止剤の種類 は非常に多い ことか ら通常 よ く使用 されて いるDLTDP、DMTD

P、BHT、Irg.1076の4種 類 につ いて材質中の含有量を測定 した。

DLTDP4(110～20ppm)、DMTDP4(670～20ppm)、BHT12(610～10ppm)、Irg.

1076が5検 体(500～10ppm)か ら検 出された。

複数 の酸化防止剤 を検 出 した ものが7検 体 あった。

(2)紫 外 線吸収剤

Seesolb、Tinubin P、Tinubin 326、Tinubin 327、Sanol LSの5種 類 の紫外線吸収剤 に

ついて材質 中の含有量 を調査 した。

Seesolb、Tinubin P、Tinubin 327は 検 出 されなか った。

Tinubin 326は5(510～130ppm)、Sanol LSは2検 体(870～280ppm)か ら検 出、材質 はす

べてPPで あった。

(3)可 塑剤

ATBC,DEHA,DBS,DEHPの4種 類 の可塑剤 について材質中の含有量 を調

査 した ところ、No.35の ニ ュータイプまな板のみか らDEHPが 検 出 された。 このまな板は、

軟 質PVC製 で 、材質 中の3割 が可塑 剤であ った。

可塑剤 の食品へ の移行が懸念 された ことか ら、蒸発残留物 の試験 を行 った。水、4%酢

酸 、20%ア ル コールの浸 出液で はすべて1ppm以 下 の溶 出量 であ ったが、n-ヘ プ タンでは

1950ppmと い う高 い溶 出量であ り、蒸発残留物の ほとん どが、可塑剤のDEHPで あ った。

(4)滑 剤

滑剤はすべて の検 体において検 出 されなか った。

(エ)蛍 光X線 分析法 によ る元素分析 について

有 害金属成分で あ るAs,Se,Pb,Cdは す べての材質 中か ら検出 され なか った。

(検 出限界約100ppm)

(オ)金 属製品の主要元 素含有量 について

5検 体が クロムを10.6～16.4%含 ん だ クロム系 ステ ンレスで、3検 体が クロムを17.6～

18.8%、 ニ ッケルを9.0～10.3%含 有 して いるクロム ・ニ ッケル系ステ ン レスであ った。

(カ)ア ル ミニウム製品 におけ る溶 出量 について

アル ミニウムの溶 出量は、蒸留水 ではすべての検体 で0.5ppm以 下 であ った。 しか し、酸性

食 品の疑似溶媒で あ る4%酢 酸や、更 に1%の 食塩 を加え腐蝕性 を高めた浸出液では、すべ

ての検体で2.3～18ppmの ア ル ミニ ウムが 検出 された。

(キ)銅 製品における溶 出量 について

銅 製品1検 体 につ いて溶 出試験を実施 した ところ、蒸留水で は0.2ppm以 下 の溶出量 であ っ

たが 、4%酢 酸で は26.8～34.8ppmの 溶 出が認め られた。

(ク)ホ ー ロー製品 における溶 出量 につ いて
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No.24のホーロー保存容器では、アル ミニウムが3.3ppm検 出された。

また、この容器のフタは、内側が藍色に着色していたので溶出試験を実施 したところ、ク

ロム、コバル ト、ニッケルがそれぞれ0.4,2.0,0.3ppm検 出された。

オ 考察とまとめ

これまで業務用調理器具の衛生学的実態調査は行なわれていなかったことか ら、金属製品23、

ホーロー製品3、 合成樹脂製品23検体について調査を実施 した。

金属製品、ホーロー製品、合成樹脂製品はすべて規格試験に適合 していた。

また、すべての材質中において有害金属成分であるAs,Se,Pb,Cdは 検出されなか

った。

合成樹脂製器具の軟質PVC製 ニュータイプまな板か ら、n-ヘ プタンによる蒸発残留物が、

1950ppm検 出された。塩化 ビニル製容器包装の場合、蒸発残留物試験は4種 類の浸出液(水 、4

%酢 酸、20%エ タノール、n-ヘ プタン)を 用い、n-ヘ プタンにおける基準値150ppm以 下と

されている。

しか し、器具においては、蒸発残留物試験の浸出液は4%酢 酸のみであることから、規格に

は適合 しているが、油性食品と長時間接触するような使用方法では、材質中の可塑剤が食品へ

移行することが懸念される。

アル ミニウムは、従来、消化器か らほとんど吸収されないことなどから無害 と考えられてき

たが、最近の砥究によれば、微量のアル ミニウムを長時間摂取することにより人体に蓄積 し、

健康障害を引き起 こすという報告例 もある。

なお、食品からのアル ミニウムの摂取量は、アメ リカでの調査によれば3.8～51.6mg/dayと

報告 されており、その殆 どが食品製造や調理に使用されたアル ミニウム製器具類からの溶出に

よるものと考えられている。

銅は人体に必要な必須元素のひとつであり、硫酸銅の母乳代替食品への使用は、銅として0.6

ppm以 下の基準がある。

アル ミニウムや銅などの金属元素は、微量であっても人体に対 し、色々な影響を与えること

が報告 されていることか ら、その溶出量については、データの蓄積をしていく必要があるもの

と思われる。

ホーロー製品の着色料は、コバル ト系の顔料が使用されることもあり、器具の使用方法によ

っては表面のガラス質にヒビがはいり、金属や着色料の溶出が懸念されることか ら、使用に当

っては注意することが必要である。

カ おわりに

今回の調査では、多種多様な業務用調理器具等のうち、比較的入手 し易 く、使用頻度の高い

器具類が主であった。

しか し、これらの器具類は業務用に使用される器具類のほんの一部にしかすぎないことと、

使用実態を考慮 した各種浸出液における金属の溶出や添加剤の溶出等については、これからも

継続 して調査を行なう必要があるものと思われる。
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試料の材質鑑別試験結果
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(8)鶏 卵及びその加工食品の細菌学的汚染源調査(黄 色ブ ドウ球菌、サルモネラ)

ア 調査目的

わが国の卵類とその加工品を原因とした食中毒発生状況は、昭和60年 か ら平成元年の5年 間

に67件 、患者数13,186名 であり、食中毒病因物質別では、黄色ブ ドウ球菌が もっとも多 く(25

件、627人)、 ついでサルモネラ(20件 、11,407人)、 腸炎 ビブリオ(18件 、952人)の 順となっ

ている。

サルモネラはニワトリや卵との因縁が深いが、特に英米の諸外国では1985年 頃よりSalmomera

serovar Enteritidis(S.Enteritidis)に よる食中毒が大流行 し、その原因食品は鶏卵を原材

料に したものが大半を占め、社会的問題となっている。

わが国でも、1989年 にはサルモネラによる食中毒が激増 し、東京都においては25件(患 者数

1155人)と 例年の約2倍 の発生であった。血清型 も従来と異なりS.Enteritidisに よるものが

多 く、原因食も卵及びその加工品によるものが増えていることか ら欧米と同様のサルモネラ汚

染の傾向が見られる。

黄色ブ ドウ球菌は、原料液卵や卵加工品などか ら検出されてお り、 ヒト由来による二次汚染

の他に、鶏卵由来による汚染が考え られる。

今回、市販の鶏卵及び鶏卵加工品の細菌検査を実施 し、黄色ブ ドウ球菌とサルモネラを主に

汚染の実態調査を行った。

イ 調査方法

(ア)調査期間 平成2年4月 から平成3年3月

(イ)対象品目と収集方法

(1)鶏 卵(524検 体)

都内スーパー、デパー ト及び卸売等の流通業から買い上げを実施 し、それぞれ卵殻、卵

中に分けてサルモネラの検査を行 った。そのうちの107検 体については、同様に分けて黄

色ブ ドウ球菌の検査を行 った。

(2)鶏 卵加工品(138検 体)

夏季(68検 体)及 び歳末(70検 体)一 斉期間中に都内スーパー、デパー ト等の流通業か

ら収去 し、細菌数、大腸菌群、大腸菌、黄色ブ ドウ球菌、サルモネラ、サ レウス菌、耐熱

性芽胞菌数、pH及 び水分活性の検査を行 った。

(ウ)検査機関

鶏卵について 都立衛生研究所 乳肉衛生研究科 食肉魚介細菌研究室

鶏卵加工品について 都立衛生研究所 細菌第一研究科 食品細菌研究室

ウ 検査結果

(ア)鶏卵について(表-1)

(1)サ ルモネラは、524検 体の卵殻、卵中いずれからも検出しなかった。

(2)黄 色ブ ドウ球菌は、107検 体の卵殻、卵中のうち7検 体(検 出率6 .5%)の 卵殻から検出

した。その うち2検 体は、生産者が同一であった。
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月別に見ると、6月15.4%(2/13)、7月15.4%(2/13)、9月7.7%(1/13)、

10月7.7%(1/13)、11月(0/14)、12月(0/14)、1月7.1%(1/14)、3月

(0/13)で あり、夏季に多 く検出された。

(イ)鶏卵加工品(138検 体)に ついて

夏季一斉期間中に卵焼き15検体、生菓子類19検 体、調味料14検体、玉子豆腐14検 体、茶碗

蒸 し3検 体、その他そう菜3検 体、計68検 体を収去 し、歳末一斉期間中には卵焼き5検 体、

生菓子類23検 体、調味料10検 体、玉子豆腐8検 体、茶碗蒸 し14検体、その他そう菜10検体、

計70検 体について収去を実施 した。

検査結果は、表-2・ 表-3の とおりである。

(1)東 京都指導基準に合致 しないものは、夏季一斉期間中の卵焼き4/15(26.7%)、 生菓

子類3/19(15.8%)、 歳末一斉期間中の卵焼き2/5(40%)、 その他のそう菜2/10

(20%)で あった。

(2)黄 色ブ ドウ球菌は、夏季一斉期間中の卵焼き15検体中2検 体(検 出率13.3%)が 増菌検

査で陽性であったが、その他は陰性であった。

コアグラーゼ型別試験の結果、1検 体はVII型であり、他の1検 体は型不明であった。

HAJEKとMARSALEKか らの生物型試験(1971年)に よると、 コアグラーゼ型

別の生化学的性状か ら、VII型の検体は ヒト由来であり、型別不明の検体は鶏等の動物由来

の黄色ブ ドウ球菌であると推定される。

(3)サ ルモネラは、いずれからも検出 しなかった。

エ 考察とまとめ

(ア)鶏卵について

市場に流通 している鶏卵の卵殻 ・卵中について、90年6月 から91年3月 にかけてサルモネ

ラについて524検 体、黄色ブ ドウ球菌について107検 体の検査を実施 した。

黄色ブ ドウ球菌は、卵殼より7検 体(検 出率6.5%)を 検出した。

サルモネラはいずれ も検出 しなかった。

卵殻表面は、産卵時に総排泄腔出口や産卵後の糞便により汚染を受ける。市場流通品は通

常、GPセ ンター(鶏 卵の格付け包装施設)等 で洗卵 ・選別の後、包装出荷されている。洗

卵により卵殻表面の細菌はかなり除菌されるが、今回の検査では、卵殻表面から黄色ブ ドウ

球菌が夏季には15%程 度(平 均6.5%)検 出 している。

洗浄操作によりクチクラ層が剥離 し、洗卵後は卵中への細菌の侵入が容易になるが、卵白

のアルカリ性や抗菌酵素の働きにより、グラム陽性菌である黄色ブ ドウ球菌は卵中に入 り増

殖 していく可能性は少ないと思われる。 しか し、割卵時の卵液への汚染や卵殻表面からの二

次汚染の原因となるため、GPセ ンター等での効果的な洗卵と、流通時の低温保管、殻付卵

使用業種での塩素剤による洗浄等が望まれる

サルモネラの卵内部への移行は、(1)卵形成時に体内で垂直感染するケースと、(2)産卵後、

付着 していた糞便などにより卵殻表面から侵入するケースとがあるが、今回検査では、サル
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モネラは市販鶏卵の卵中 ・卵殻のいずれか らも検出 しなかった。サルモネラの卵中からの検

出は、10,000個 に1～2個 程度 といわれてお り、鶏卵の卵中の汚染度は一般的にはかなり低

いと考え られる。しか し、サルモネラの検出率は養鶏場により著 しく異なることから、さら

に広 く多 くの養鶏場か ら鶏卵を収集 し、検査をする必要があるものと思われる。

(イ)鶏卵加工品について

鶏卵加工品については、夏季一斉及び歳末一斉期間中に市場流通品を収去 し、計138検 体

について細菌検査を実施 した。サルモネラはいずれも検出しなかったが、黄色ブ ドウ球菌は

夏季一斉時の厚焼玉子2検 体か ら検出した。

サルモネラ菌は一般的には卵黄 ・全卵中で60℃3.5分 の加熱でほぼ死滅するといわれてい

る。広域流通するそう菜等は製造時の加熱処理により、また、市販マヨネーズ等は、酸度 ・

pHな どにより細菌のコントロールがなされているためサルモネラ菌は制御 されていると思

われる。

黄色ブ ドウ球菌は、夏季一斉期間中の卵焼き15検体中2検 体(検 出率13.3%)か ら、増菌

検査により検出した。型別検査により1検 体はヒト由来であり、他の1検 体は鶏卵由来であ

ることが推測された。夏季一斉期間中の検体に生菌数の高いものがあり、黄色ブ ドウ球菌に

ついても増殖の機会が考えられ、製造及び流通、保管時の取扱いに改善の必要がある。

なお、卵殻か ら黄色ブ ドウ球菌が107検 体中7検 体(検 出率6.5%)検 出しているので、鶏

卵加工品の汚染源調査の観点より、今後は鶏卵について も型別検査を実施 していく必要があ

る。

オ おわりに

卵を原因食品とした食中毒は、 「多量の卵を混ぜて未加熱または軽 く加熱 して作 られた卵加

工品が、一定時間放置されたのち、提供されて起きた。」というケースに多い。製造所や調理

場の二次汚染防止や増殖防止対策が重要 となる。

過去の汚染実態調査によると、市販の鶏卵のサルモネラ汚染は、それほど高 くないが、陽性

となったものは特定の養鶏場に偏在していた。わが国は、世界的に見ても鶏卵の生産量 ・消費

量 とも多く、また、なまで食べるという独特の習慣がある。今後、欧米諸外国に見 られるよう

に、Enteritidisに よる食中毒の増加が続 く可能性があるため、市販の鶏卵及びその加工品の

細菌学的実態調査を継続する必要があると思われる。

また、最近使用量が増えている液卵は、一部ではGPセ ンターでの選別工程ではじかれた破

卵や糞便付着卵等の異常卵が加熱用液卵として流通 しているとの指摘があり、また諸外国か ら

も輸入されている。凍結液卵や異常卵は、黄色ブ ドウ球菌やサルモネラによる汚染が指摘され

ており、今後もこれ らの点に着目して調査をすすめていく必要がある。
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表-1鶏 卵のサルモネラ及び黄色ブ ドウ球菌検査結果
(平成2年 度)

養鶏会社、ブランド名同一

表-2鶏 卵加工 品細菌検査結 果(夏 季一斉) (平成2年 度)

表-3鶏 卵加工 品細菌検査結 果(歳 末一斉) (平成2年 度)
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(9)生 鮮野菜類に使用される有機酸の調査

ア 調査目的

生鮮野菜の見栄えをよ くするために リン酸塩等を添加する行為は、消費者に鮮度を誤認させ

るおそれがあるとして、昭和61年 に厚生省は、 「リン酸やその他の食品添加物を生鮮野菜に対

して、発色、漂白の目的として使用 しないよう」との指導方針を定めた。

東京都では、 これを契機に生鮮野菜類か ら自然に溶出する リン酸のブランク値を設定 し、 リ

ン酸塩の使用が疑われる野菜類については、生産地に対 して調査を依頼 し指導法を要請 して き

ている。一方、生産地での調査の結果では、 リン酸塩の代替品としてアスコルビン酸などの有

機酸が使用されているとの報告が得 られている。しか し、流通品を検査 した結果、有機酸が検

出されても、ブランク値の範囲内とみるか添加 されたものとみるかの判断基準が確立 されてい

ないのが現状である。

そこで、生産者よ り直接入手した泥つき野菜と市販野菜について、有機酸類の溶出実態を把

握 しブランク値を設定するために、昨年度来調査を実施 しているが、さらにサンプル数を追加

したので、その結果を報告する。

イ 調査方法

(ア)実施期間:平 成元年4月 ～平成3年3月 の2年 間

(イ)調査品目及び検体数

(1)泥 つき生鮮野菜類:生 産者等より直接入手 し、泥つきのまま及び皮むき処理を して検体

とした(前 数は泥つき/後 数は皮むきの検体数)。

しょうが47/22、 ながいも31/23、 やまとい も26/20、 さつまい も32/10

ごぼう45/23、 さといも35/11、 れんこん37/20

(2)も や し:も や し製造施設において洗浄処理前、処理後の ものを直接入手(一 部圧迫処

理)し 検体 とした(前 数は圧迫 しない もの/後 数は圧迫 した ものの検体数)。

緑豆もや し11/3、 黒マッペ もや し8/1、 大豆 もや し3/1

(3)ご ぼうカ ット品:経 時的変化を測定するため、保存日数を7区 分(カ ット後1、2、4、

6、8、10、12日 の保存)、 保存温度を4区 分(5、10、15、25℃)に 分けて検体とした。

ささがきごぼう(つ け液入り)<包 装品>/切 りごぼう(に ん じんとの混合品)<真 空

包装品>/切 りごぼう(サ ラダ用)<無 包装品>

(4)市 販生鮮野菜類:し ょうが33、 ながいも20、やまといも24、 さつまい も27、洗いごぼ

う23、洗いさといも30、れんこん24、 切りごぼう21、 もや し51

(5)生 食用カッ ト野菜:市 販品52

(ウ)検査項目:有 機酸類(ア スコルビン酸、シュウ酸、クエ ン酸、酒石酸、 リンゴ酸、コハク

酸、乳酸、フマル酸、酢酸)、 リン酸、pH、 アル ミニウム、漂白剤SO2(市

販さつまいもは着色料)

(エ)試 験溶液の調整:試 料に同量(も や し、カッ ト野菜は3倍 量)の 水を加え、30分 間浸漬 し

て得たろ液を試験溶液 とした。
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(オ)試 験法(省 略)

ウ 結果 および考察

(ア)泥 つ き生鮮野菜類(表-1参 照)

(1)有 機 酸が検出 された もの は、 ごぼ う、 さとい も、や ま といも、 しょうが の4種 類で、検

出率 はいずれ も15%以 下 で あり、大部 分の野菜か らは検 出 されなか った。

(2)検 出 された有機酸 は、 フマル酸(ご ぼ う、 さとい も)、 リンゴ酸(ご ぼ う)、 コハ ク酸

(ご ぼう、やま とい も)、 シュウ酸(さ とい も、 しょうが)の 順であ った。

(3)野 菜 別では次 の とお りであ った。

(a)ご ぼ うか らは、 リンゴ酸、フマル酸 、 コハ ク酸が 、 さ らに皮をむ くことによって乳酸 、

酢酸、 シュウ酸が検 出 された。

(b)さ とい もか らは、 フマル酸か シュウ酸 が、さ らに皮 む きによって リンゴ酸が検出 され

た。

(c)や まい もか らは、 コハ ク酸が、 さ らに皮 むきによ って リンゴ酸が検出 され た。

(d)し ょ うがか らは、 シュウ酸が、 さ らに皮 むきによ って シュウ酸が検出 され るものが増

加 した。

(4)皮 を除去す ることに よっては じめて有機酸が検出 され た ものは、なが い も(リ ンゴ酸、

コハ ク酸、酢酸)、 れん こん(シ ュウ酸 、フマル酸) 、 さつまいも(フ マル酸)で あ った。

(5)リ ン酸で ブラ ンク値 を超 えた もの は、 ごぼ う(19%、 最 高26μg/g)、 さ といも(11%、

最 高3.1μg/g)、 さつまい も(9%、 最 高1.8μg/g)及 び しょうが(4%、 最 高1.4

μg/g)、 で あ った。 また、ごぼ う、れ ん こん、 しょ うが は、皮を除去す る ことによって

リン酸が高 くな る傾 向が認 め られた。

(6)ア ル ミニ ウムは、 ごぼ う、 しょうが に高 い ものがあ ったが、60μg/gを 超 え るものはな

か った。また、漂 白剤 は検 出されなか った。

(イ)も や し(表-2参 照)

(1)有 機 酸が検出 され た ものは、緑豆 もや し(洗 浄前2検 体、洗浄後3検 体)だ けであ り、

黒 マ ッペ もや し、大豆 もや しか らは検出 されなか った。

(2)検 出 された有 機酸 は、洗浄前では乳酸 ・リンゴ酸 ・フマル酸、洗浄後 では乳酸 ・コハ ク

酸で あった。

(3)洗 浄 の前後によ る有機酸の消長につ いて は、一定 の傾向 は認めれなか った。 しか し、圧

迫処理す ることに よ って、新たに有機酸の溶出が認 め られ たもの(ク エ ン酸 ・酢酸)や 有

機酸 の溶出量が増加す る もの(乳 酸1200μg/g)が あ った。

(4)リ ン酸のブ ランク値 を超えた ものは圧迫処理 された もの に認め られ(最 高70μg/g) 、

組 織の損傷によ って溶 出が促進 され る傾向にあ った。 また、圧迫処理 されない もの はいず

れ も15μg/g以 下(緑 豆 もや しでは10μg/g以 下)で あ った。

(5)以 上 の結果か ら、流通 ・販売の過程 において運搬 中に粗雑な扱 いを受 けた りすれば
、 リ

ン酸、有機酸は増加す ることが考 え られ る。
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(6)ア ル ミニウムは、黒マッペもやしで高い値(8～11μg/g)の ものがあったが、その他

は5μg/g以 下であった。また、漂白剤は検出されなかった。

(ウ)ごぼうカット品(図-1～15参 照)

(1)調 査した保存区分のうち15℃ の6日 目、25℃ の4日 目に初期腐敗を呈 した。また15℃ の

10日 目以降、25℃ の8日 目以降は腐敗のため分析不能であった。

(2)加 工から1日 目では、 ささがきごぼう及び切 りごぼうからは有機酸は検出されず、切 り

ごぼう(サ ラダ用)か ら乳酸(62μg/g)、 酢酸(41μg/g)が 検出された。また、ささ

がきごぼうのつけ液か ら、乳酸(510μg/g)、 酢酸(220μg/g)が 検出された。

(3)3種 類の保存試験の結果か らは、切 りごぼう(サ ラダ用)を 除いては、乳酸、酢酸は経

時的に増加 した。また、温度が高い方がより多量に検出された。

(4)フ マル酸は、ささがきごぼ うで0 .42～0.74μg/g、 切りごぼうで7μg/g以 下で推移 し、

コハ ク酸は、ささがきごぼうで43μg/g、 切りごぼうで45～160μg/g 、シュウ酸 はささが

きごぼうで10～14μg/gで あった。

(5)リ ン酸は10℃以下で、かつ保存日数も4日 程度であれば、20μg/gを 超えることはなか

った。 リン酸は時間が経過するほど、また温度が上昇すると増加 し、最高で200μg/g(「切

りごぼう」の25℃4日 目)に 達 した。

(6)検 体の種類によって溶出する有機酸及び リン酸にかなり差があることがわかった。この

ことは、原料となるごぼうにおいてもかなりバラツキがあることや、泥つき野菜の溶出結

果か らも示唆される。

(7)以 上の結果か ら、流通 ・販売の過程において、温度が上昇 したり、運搬中に粗雑な扱い

を受けたりすれば、切りごぼうの リン酸、有機酸は増加することが考えられる。また加工

か ら検査までに要する時間によっても影響を受けると考え られる。

(8)ア ル ミニウムは、ほぼ8μg/g以 下であった。また、漂白剤は検出されなかった。

(エ)市販生鮮野菜類(表-3、4参 照)

(1)有 機酸が検出された野菜は、洗いさといも、れんこん、切 りごぼう、もやしなどで、 し

ょうが、ながいも、洗いごぼうからは検出されなかった。

(2)野 菜別では次のとおりであった。

(a)洗 いさといもからは、酒石酸を除 くすべての有機酸が検出された。

(b)切 りごぼうか らは、リンゴ酸、乳酸、フマル酸、酢酸が検出された。

(c)も や しか らは、シュウ酸、 リンゴ酸、乳酸、フマル酸、酢酸が検出された。

(d)れ んこんか らは、シュウ酸、乳酸が検出された。

(e)さ つまいもか らは、シュウ酸、酢酸が検出された。

(f)や まといもか らは、フマル酸が検出された。

(3)洗 いさといものつけ液から、有機酸が多種類かつ多量に検出された。また、さといも本

体の値に比較 してつけ液が著 しく高いものや、本体からは検出されないが、つけ液には含

有されるものがあった。
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(4)リ ン酸のブランク値を超えたものは、全種類の野菜に認められ、しょうが、洗いさとい

も、れんこんは高率であり、切りごぼう、もやしがこれに次いだ。

(5)ア ルミニウムはしょうが、さつまいもに高いものが多か った。(最 高70μg/g)。

(6)漂 白剤(さ つまいもは合成着色料)は 検出されなか った。

(7)泥 つき野菜、 もや し、切 りごぼうからの有機酸及びリン酸の最大検出値を考慮すると、

表-5に 示す値が有機酸及びリン酸のブランク値 として適当であると考える。

(8)提 案 したブランク値と市販生鮮野菜類を比較 したところ、いずれか一つで も超えている

ものは、表-6に 示すとおり洗いごぼうを除くすべての市販品に認められた。 これらのも

のは、有機酸またはリン酸の使用が疑われるとみて生産地での調査が必要 と考え られる。

エ おわりに

泥つき野菜類及びもやし、切 りごぼうの有機酸溶出量をもとに、生鮮野菜類の有機酸のブラ

ンク値の設定を提案 した。

本調査にあたって、流通ルー ト以前の泥つき野菜類の収集は、主要生産地の関係者の熱意に

頼らざるを得ず、生産地を網羅 して検体収集することができなかった。また、洗浄直前 ・直後

のもや しのサンプル収集 も、大規模生産施設が遠隔地のために限 られた施設を対象 とせざるを

得なかった。また、泥つき野菜から得 られたデータは、バラツキが大きいものがあったが、栽

培土壌や肥料などの影響があるのか否かは確認できなかった。

このような事情を考慮す ると、今回設定 したブランク値は、将来必要に応 じて改定されてい

かなければならないが、そうした意味か らもこの際、すでに設定されているリン酸のブランク

値も一部改める必要があると考えた。今後、機会あるごとにデータの蓄積を行い、ブランク値

をさらに充実 したものにす る。
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表-1泥 つ き 生 鮮 野 菜 類 の 検 査 結 果 (平成2年度)

「総検体数」欄の、 し段は無処理、下段は皮むき処理の ものの結果を示す。 「リン酸」欄の…線はリン酸の現ブランク値の境界値を示す。

*:検 出限界以 下(検 出限界:ア スコル ビン酸5μg/g.フ マル酸0.1μg/g.そ の他の有機酸10μg/g,リ ン酸0.5μg/g)**:()内 は、検出量の最大値を示す。

(平成2年 度)

「リン酸 」欄の 線は リン酸の現プランク値の境界値を示す。

*:検 出限界以下(検 出限界:ア スコルピン酸5μg/g,フ マル酸0.1μg/g,そ の他の有機酸10μg/g,リ ン酸0.5μg/g)**:()内 は、検出量の最大値を示す。
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表-3市 販生鮮 野 菜 類の 有 機酸検 出結 果(1) (平成2年 度)

「洗いさといも」欄の、上段はさといも、下段は"つ け液"の 結果を示す。[]内 数字は"つ け液"の 検出数を示す。 「リン酸」欄の 線はリン酸の現ブランク値の境界値を示す。

*:検 出限界以 下(検 出限界:ア スコル ビン酸5μg/g,フ マル酸0.1μg/g,そ の他の有機酸10μg/g,リ ン酸0,5μg/g)**:()内 は、検出量の最大値を示す。

表-4市 販生 鮮野 菜 類 の 有機 酸検 出結 果(2) (平成2年度)

「切 りごぼう」欄の、上段は切 りごぼう、下段は"つ け液"の 結果を示す。[]内 数宇は"つ け液"の 検体示す。

「リン酸」欄の、…線はリン酸の風ブランク笹の境界値を示す。

*:検 出限界以下(検 出隈界:ア スコルビン酸5μg/g,フ マル酸0.1μg/g,そ の他の有機酸10μg/g,リ ン酸0.5μg/g)**:()内 は、検出量の最大値を示す。
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表-5有 機 酸 ・ リ ン 酸 の 提 案 ブ ラ ン ク 値
(平成2年 度)

*:検 出限界 以 下(検 出限界:ア スコル ビン酸5μg/g、 フマル酸0 .1μg/g、 その他の有機酸10μg/g、 リン酸0.5μg/g)

**:()内 は、現在摘要 されているブラ ンク値

表-6市 販野菜 での有機酸 ・リン酸 の検 出結果 と提案 ブ ランク値の関係
(平成2年 度)

表中、上段 は市販品 での最大値(単 位 μg/g)、 下段 は設定 したブ ランク値 を超 えた検体数を示す。

*:検 出限界以下(検 出限界:ア ス コル ビン酸5μg/g、 フマル酸0.1μg/g、 その他の有機酸10μg/g、 リン酸0 .5μg/g)

**:()内 数字は、"つ け液"で の検体数を示す。
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ごぼうカ ット品の保存試験結果
(平成2年 度)

図1さ さがきごぼうの乳酸値

図2さ さがきごぼうの酢酸値

図3さ さが きごぼ うの フマ ル酸値

図4さ さがきごぼうつけ液中の乳酸値

図5さ さがきごぼうのつけ液中の酢酸値

図6切 りごぼうの乳酸値

図7切 りごぼうの酢酸値

図8切 りごぼ うの フ マル酸値
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(平成2年 度)

図9切 りごぼ うの コハ ク酸値

図10切 りごぼう(サ ラダ用)の 乳酸値

図11切 りごぼう(サ ラダ用)の 酢酸値

図15さ さが き ごぼ うの リン酸 値

図13さ さが きごぼ うつ け液 中の リン酸値

図14切 り ごぼ うの リン酸値

図15切 りごぼ う(サ ラダ用)の リン酸値

表中、 リン酸値 ・有機 酸値 の 単位 はすべ て μg/g

であ る。
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(10)畜 肉中のホルモン剤の残留実態調査(第1報)

ア 調査 目的

諸外国においては食用家畜の発育促進、飼料効率の向上及び飼養管理の合理化等の目的で各

種のホルモ ン剤を使用することが古くか ら行われてきた。しか しなが ら、近年、一部の物質に

発癌性があることが明らかになり、また、合成ホルモン剤の残留する食肉を摂取 した影響とみ

られる幼児の発育以上が発生するに至り、ECで は1989年1月1日 から肉用牛に対するホルモ

ン剤の使用を禁止 し、ホルモ ン剤を使用 した牛肉の輸入を禁止 した。

我国において消費される牛肉の40.0%(1988年)は 輸入品であり、そのうちの90%以 上がホ

ルモン剤使用が承認されているアメリカ及 びオース トラリアが原産の物である。平成3年 度か

らの牛肉の自由化を控え、輸入量及び輸出国の数 も増加すると考え られ、検査体制の確立が急

がれているところである。

そこで、本年度か ら新規事業として輸入食肉を中心とした畜肉中のホルモン剤の含有実態を

把握 し、国内の規格基準の設定の一助とするため本調査を実施 した。

イ 実施方法

(ア)実施期間 平成2年4月 から平成3年3月 まで

(イ)検査機関 都立衛生研究所乳肉衛生研究科食肉魚介化学研究室

(ウ)検査項 目 ステロイ ドホルモン及びその関連物質のうち、エス トラジオール(E)、 プ

ロゲステロン(P)、 メレンゲステロールアセテー ト(MGA)、 ゼラノー

ル(Z)、 ジエチルスチルベステロール(DES)の5物 質

(エ)検 査方法 紫外部吸収検出器使用高速液体クロマ トグラフィー(UV-HPLC)

電気化学検出器(ECD)及 びGO/MS(SIM)

(オ)検 査対象 都内に流通する輸入牛肉30検 体

注)可 能な限り広い範囲か ら検体を収集するために輸入時期を2期 に分け、加工場所も

9社13処 理場 とし、部位等が重複 しないような採取方法 とした。

Steer:若 雄牛、去勢若牛

Heifer:若 雌牛、未経産雌牛

Caw:一 般的には乳牛の雌を言 うがこの場合は 「廃用雌牛」(乳 用、繁殖用の用途

を終了 し、肉用に肥育 された成熟雌牛)の 意味である。
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ウ 実施結果
(平成2年 度)

(ア)検出された物質は天然型のホルモン(黄 体ホルモン)で ある。

(イ)検出 した2検 体はいずれも成熟雌牛の肉である。

成熟動物の雌においては性周期(発 情、妊娠の有無)及 び疾病(卵 巣嚢腫、内分泌系の異

常等)等 によって体内のホルモンレベルの変動範囲が大きく、FDAの 規格でも雌牛のエス

トラジオール及びプロゲステロンについては規格設定の必要はないとしている。

今回の検出量は正常の変動の範囲内であり、ホルモン剤使用の実際(雌 牛用としてはプロ

ゲステロンの製剤は使用 しないこと)か ら考えて人為的投与によるとは考えがたい。

(ウ)以上のことから、今回検査 した30検体か らはホルモン剤の残留は認められなかったと結論

する。

工 考 察

(ア)1930年 代に合成ホルモン剤の1つ であるジエチルスチルベステロール(DES)が 英国で

化学的に合成 され、流産防止等の医療用として広 く使用され始めた。ところが、1940～1970

年代に妊娠中に母がDES投 与をうけ、子宮内でDESに 暴露された女子が20代 までに膣癌

に罹患する率が有意に高いことが指摘された。その結果、DESは 医療用としてはU.S.A.

で1960年 代に、家畜の肥育用としてはU.S.A.に おいては1979年 、E.C.に おいては1981

年に使用禁止 となっている。

しか しながら、1980年 にイタリアでDESの 残留 した仔牛肉を原料としたベビーフー ドを

食べた乳幼児に性的異常(早 熟)が 発生 し、また1982年 にプエル トリコでもDESの 残留 し

た鶏肉を原料 とす るベビーフー ドが原因と思われる(確 証なし)性 的異常(早 熟)が おきる

等、DESに 関連するスキャンダルが相次ぎ、消費者の家畜肥育用ホルモン剤全般に対す る

関心がにわかに高まった。その結果、E.C.で はホルモン剤使用の全面禁止 と使用 した牛肉

の輸入禁止措置を とるに至 った。

一方、わが国においても輸入食品への依存度が増すにつれ、消費者の家畜肥育用ホルモ ン

剤に対す る関心が高まりつつある。

肥育用ホルモン剤が他の薬剤以上に危惧 される要因を列挙すると、以下のとおりである。

(1)人 畜共通に効果を発揮する物質であること。

(2)微 量で効果を発揮する。

(3)わ が国には投与量、投与回数、休薬期間等の法的規制の整備がなされていない。そのた
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め過剰投与等による畜産物への残留が懸念されている。

(4)発 癌性が確認されたのはDESの みであるが、他のホルモン剤についての安全性の確認

が遅れている。

(5)わ が国における検査体制の整備が十分でない。

(6)家 畜の飼養に関 して人工的に経済効率を上げることに対する消費者のコンセ ンサスが得

られていない。

(イ)食用家畜においては雄の動物の方が成長が早いが、肉質の面では堅い、きめが荒い、雄臭

が強いあるいは飼育管理がしにくい等の短所があり、それ らを補 うために古 くから去勢が行

われてきた。一方、科学技術の発展に伴い、今世紀半ばか ら内分泌系に作用す る物質が発見

されると共に、より積極的にそれ らを生産性の向上に利用することが行われ、種々の物質が

開発されてきた。

家畜の飼養規模が巨大化するにつれ、ホルモン剤使用による飼料効率の向上 ・肥育期間の

短縮等その経済的効果には著しいものがあるが、ホルモ ン剤自体の副作用、残留性及びそれ

らの残留する食品を摂取 した際の副作用等については未だ不明の点が多い。また、畜産物の

供給にゆとりがでてきたわが国の現在においては、味、香 り、硬さ、脂肪のつきかた等品質

に関する評価が重要である。

今後、国内の使用基準、規格基準等を作成する際には、生産性のみならず食品としての安

全性 ・健全性そ して品質の面にも十分な配慮が必要であろう。そして、消費者に対し、判断

材料 として正確な情報を提供する努力も必要であると考える。

わが国の畜産物の輸入は、家畜伝染病予防法では牛 ・豚等偶蹄類の動物に関 して輸入国と

対象品目が制限されており、現在のところ牛肉については輸入可能な国はホルモンのチェッ

ク体制の整ったU.S.A.と オース トラリアが主体である。牛肉の市場開放を迎え、消費

者はさまざまな国の産物に接することが想定されるが、現在のところ大勢に急激な変化はな

いと考えられる。

しか しなが ら、今後新たに登場 して くるであろう原産国の中には既知の情報の乏 しい国も

あり、情報収集 とともにスクリーニ ングチェックの必要性は大きい。今後 も検査体制の充実

をはかり、検査規模を拡大するとともに情報収集のシステムを確立 し、食品の安全性を確保

し消費者のニーズに応えていくことが急務であると考える。
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参 考

本文中のおもな家畜肥育用ホルモン剤(ス テロイ ドホルモン及び

その関連物質)を 作用別に見ると、

(ア)卵 胞ホルモン 天然型:エ ス トラジオール

合成型:ゼ ラノール

(イ)黄 体ホルモン 天然型:プ ロゲステロン

合成型:メ レンゲステロールアセテー ト

(ウ)男 性ホルモン 天然型:テ ス トステロン

合成型:ト レンボロンアセテー ト

(エ)ス チルベン化合物:ジ エチルスチルベステロール(化 学的合成品、

卵胞ホルモン様作用を示す。)

(11)化 学的合成品以外の食品添加物の衛生学的実態調査(酵 素別)

ア 調査目的

発酵 ・醸造等微生物の働きを利用する技術は古くから食品の製造 ・加工あるいは保存に使わ

れ、世界各地のさまざまな伝統食品のなかにもそうした微生物利用食品は多 く見られる。こう

した伝統的な微生物培養 ・酵素生産等の技術を最新の科学技術にとりいれて有用物質を生産 し

ている企業も多い。

また、微生物の力を利用 した生産方法は従来の化学的合成法に比べて環境汚染や所要エネル

ギーが少なく、設備面積 も小さくてすみ、有用な物質を高純度で生産できる等の利点が多いた

め遺伝子組換え、細胞融合等バイオテクノロジーによる新菌種の開発研究新素材を取 り入れた

リアクターの設計研究等に激 しい競争が行なわれている分野で もある。

この度の調査では、化学的合成品以外の食品添加物 して微生物の作用のいわば本体ともいえ

る酵素について現在流通 しているものの衛生学的調査と情報の収集を行った。

イ 調査内容

(ア)実施方法 酵素製剤製造メーカーか らの検体の買い上げ又は任意提出による検体の収集

(イ)調査品目 酵素製剤45品 目(内 訳:ア ミラーゼ(15)、 プロテアーゼ(18)、 リパーゼ(5)、

セルラーゼ(5)、グルコースイソメラーゼ(1)、シクロデキス トリントランスフ

ェラーゼ(1))

(ウ)検査項目

(1)成 分分析、重金属及びヒ素等(総 窒素、アンモニウム塩、糖定性 ・定量、酵素活性、強

熱残留物、カルシウム、マグネシウム、 リン、塩化物、重金属、鉛、ヒ素、ホウ素)な お、

液体についてはこの他に水分含量、溶剤の定量

(2)細 菌検査(spc_cfg.,E.coli,Sal .)

(3)抗 生物質及び抗菌活性試験
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(4)ア フ ラ トキ シン(カ ビ由来の検体のみ)

ウ 調査結果

(ア)成 分分析、重金属及 び ヒ素等

(1)総 窒 素(%)レ ンジ0.1～8.4

平 均 値1.96

最 瀕 値0.1～1

(2)ア ンモニ ウム塩(%)レ ンジ0.1～1.6

平 均 値0,44

最 瀕 値0.1以 下

*総 窒素1.0%以 上 の物 につ いて実施。

(3)糖(%)レ ンジ5以 下～91.2

平 均 値23.4

最 瀕 値5以 下

36検 体 か ら糖類 を検 出 した。ぶ ど う糖が13検 体か ら、乳糖が7検 体 か ら、麦芽糖が4検

体か ら、 しょ糖が2検 体か ら、果糖が1検 体か ら、 ソル ビッ トが3検 体 か ら、多糖類が25

検 体か ら検 出された。複数の糖類を検 出 した検体が11検 体あ った。

(4)酵 素 活性

a.ア ミラーゼ15検 体

でんぷん糖化 力(U/g/min.)レ ン ジ300～11000

(主 と して β-アミラーゼ、グルコアミラーゼの力価)平 均値2720

最 瀕 値1000以 下

でんぷ ん糊精化 力(NU/g)レ ン ジ2100～18000

(主 と して α-ア ミラーゼの力価)平 均値52700

最 瀕 値10000以 下

でんぷ ん糖 化力の検査値 と自社規格 の比較 では検査値 は71.4%～375%の 範 囲であっ

た。でんぷん糊精化力の 自社法によ る検査値 と自社規格の比較 では検査値 は70.0～245%

の範 囲で あ った。

表示 によ るとα-ア ミラーゼ(8)、 β-ア ミラーゼ(1)、混 合(4)、 グル コア ミラーゼ(2)と

の ことであ ったが、いずれ の酵素 もでんぷん糖化 力及 びでんぷん糊 精化力 を様 々な強 さ

で しめ した。

b.プ ロテアーゼ18検 体

蛋 白 消 化 力(U/g/min.)レ ン ジ11000～1100000

平 均 値136556

最 瀕 値100000以 下

(最適条件 にて測定 した ものを検査値 とした。)

自社法 によ る検 査値 と自社規格 の比較 では検 査値 は82～150%の 範 囲 であ った。
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c.リ パ ーゼ5検 体

脂 肪 消 化 力(U/g/min.)レ ン ジ3900～38000

平 均 値17067

液 状 酵素2検 体は極端 に検査値が低か ったため検討か ら除外 した。

(な お、活性低下 を防 ぐため、検体 は湿度30%、 室 温で保管 した。)

(5)溶 剤 の定性

45検 体 中液体は11検 体であ った。

内訳:水 溶液6検 体(水 分含量%55.7、56.9、73.9、41.9、54.1、46.7)、 水 とグ リセ

リン(41.3+45.9、53.1+40.3、61.7+1.0%)溶 液3検 体 、水 とエタノール(81.7+6.7

%)溶 液1検 体、水 とPG(62.5+13.6%)溶 液1検 体で あった。

11検 体 すべて表示は されていなか った。

(6)強 熱 残留物(%)レ ン ジ0.4～124.7

平 均 値18.4

最 瀕 値5.0以 下

(7)カ ル シウム(%)レ ンジ0.004～13.4

平 均 値1.12

最 瀕 値0.1以 下

(8)マ グ ネ シウム(%)レ ンジ0.002～1.7

平 均 値0.195

最 瀕 値0.1以 下

(9)リ ン(%)レ ン ジ0.000～4.4

平 均 値0.59

最 瀕 値0.1以 下

(10)塩 化 物(%)レ ン ジ1.0以 下 ～47.9

平 均 値---

最 瀕 値1.0以 下

(11)重 金属45検 体 中44検 体 が20μg/g以 下 で あ ったが、1検 体か ら銅23μg/gを 検 出。

(12)鉛 す べて10μg/g以 下

(13)ヒ 素 すべて2μg/g以 下

(14)ホ ウ素 すべて0.1μg/g以 下(最 高値0.04%、 ホ ウ酸 と して算定)

(イ)細 菌検査SPC.

cfg.(/g)検 出せ ず

E.coli(/g)検 出せ ず

サ ルモ ネラ(/g)検 出せ ず

(ウ)ア フラ トキ シ ン25検 体すべて陰性
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(エ)抗 生 物 質 既知のML,PC,TC,AG系 物質はすべて陰性

抗菌活性試験45検 体中5検 体陽性

(陽性検体内訳:B.sub由 来 β-ア ミラーゼ、Asp.niger由 来グルコア ミラーゼ、

Mucor miehei由 来 リパーゼ、パパイン抽出酵素、糸状菌由来 リパーゼ)

エ 考 察

(ア)成分分析、重金属及びヒ素等の理化学検査

(1)総 窒素7.7%を 検出した検体はグルコースイソメラーゼ固定化酵素で固定化剤ポ リエチ

レンイ ミンに由来するものと考え られる。

(2)ア ンモニア体窒素1.0及 び1.6%を 検出 した検体は酵素の精製工程で塩析に使用する硫

酸アンモニウムが移行 したものと思われる。総窒素からアンモニア体窒素を差 しひいて計

算することで蛋白質の量を概算でき、これは酵素量に比例するが酵素の場合、失活等を考

慮に入れねばならぬため力価表示が必要である。

(3)あ きらかに糖類、塩類、溶剤を添加 したと考えられるものが45検 体中39検 体あった。う

ちなんらかの形で表示のあるものが6検 体あった。

(4)力 価については各社の試験法に差があるが今後使用者の立場か ら統一的な試験法に基づ

く表示を実施すべきと考える。

(5)重 金属及びヒ素等の検査では重金属、ヒ素、鉛はすべてFAO/WHOの 規格に適合 し

ていた。ホウ素について も食品衛生法 「寒天」の規格に適合 していた。

(6)食 品の製造加工に高純度の酵素を少量使用することは、高度な技術を要する。粗酵素と

してあるいは大量の希釈剤を配合 して製剤 とした方が価格の面か らも取り扱う上でも現状

に即 している。にもかかわ らず配合成分の表示が徹底 していないのは、酵素の製造 ・使用

に関 して知的財産権が関係するためと考え られる。

(イ)細菌検査

2検 体を除き、FAO/WHOの 規格に適合 しており、添加する量を考えると衛生学的に

問題はないと考え られる。spc:107/gを 検出 した検体は粉末状酵素である。

(ウ)アフラ トキ シン

由来生物の開発に伴い、今後も監視の必要があると考え られる。

(エ)抗生物質及び抗菌活性試験

(1)抗 菌活性試験については平成2年3月20日 付農林水産省令第7号 の方法に準 じて行なっ

たが、食品添加物としての適切な検査法 ・判定基準の確立が必要である。

(2)FAO/WHOの 検査法にある菌株をそろえ、追試の予定であるが、その結果により、

現在の酵素製剤について国際規格に適合するよう由来生物について検討の必要があると考

える。

オ 今後の行政対応

酵素は、他の化学的合成品以外の食品添加物と同様に作用の本体を生産するのは生物である。

現在では酵素の多くは人工的に培養 ・選択された微生物から製造されている。
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酵素製剤の安全性を考えるにあたってのチェックポイントは下記のとおりである。

(ア)由来生物の安全性:遺 伝子組換、人為的あるいは自然発生突発変異による高生産能力系の

選抜がなされている。また、世代時間が短いために変異をお こす頻度も他の生物に比べて高

いであろうことが考えられ、常 にチェックが必要である。

(例)カ ビ毒、抗菌活性物質、有害代謝産物の混入

(イ)製造方法の安全性:培 地成分及びその不純物の混入

(例)分 離精製の過程で使用する物質及びその不純物の残留(重 金属、農薬等)

(例)製 造ライ ンの重複等による工程での他物質の混入(硫 酸アンモニウム、エタノール

等塩析剤等)

(ウ)製剤化するにあたって添加する物質の安全性:

(例)賦 型剤(糖 、デキス トリン、でんぷん等)

pH調 整剤(リ ン酸塩等、酸 ・アルカリ等)

活性促進、菌の発育促進(微 量金属等)

保存料として(塩 化ナ トリウム)

(エ)固定化酵素については固定化剤の安全性:物 質の指定、成分規格及び使用基準に関する規

定が必要である。

これ ら以外に、現状における問題点は、バ ッチごとに成分のバ ラツキが大きいこと、また製

剤の表示はどの範囲まで義務づけるべきかの指針がないことがあげ られる。

そこで、上記(ア)～(エ)をふまえたうえで規格基準を設定 し、バ ッチ毎の製品検査及び追試サ

ンプルの保管制度等を規定 し、酵素剤の安全を確保するシステムを確立する。

一方、知的財産権を保障 した上での品名、酵素種別、ロット、力価及び全成分の表示が必要

と考えられる。

微生物の作用を利用 した製造方法には、反応素子 として酵素、死菌体及び生菌体等があり、

装置としては従来のバ ッチ式のもの、UF膜 利用を含めたバイオ リアクター等 さまざまな組み

合わせが現在 も急ピッチで研究 されている。

FAO/WHO,FDA等 では、従来か ら使用 されてきた酵素、菌体の再評価をはじめ、酵

素 ・菌体 ・リアクター固定化剤等を含めた総合的な規格基準の作定作業が行なわれているとこ

ろである。

我国では、先般、化学的合成品以外の食品添加物 としての リス ト化が行なわれたばかりで、

製造者側の技術の進展に対 して規格がないのが現状である。

今後は、検査体制の確立を図り、情報の収集を広 く行ない企業 と行政とが連携を密にして科

学技術の進歩に貢献すべきと考える。
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表1:生 菌検出状況

(平成2年 度)

表2:好 気性芽胞菌検出状況
(平成2年 度)

表3:嫌 気性芽胞菌 ・ボツリヌス菌及び大腸菌群検出状況
(平成2年 度)
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(12)化 学的合成品以外の食品添加物の衛生学的実態調査(調 味料)

ア 調査目的

近年、消費者をとりまく食文化は高級化 ・グルメ化 ・簡便化 ・孤食化あるいは本物自然志向 ・

健康志向など多極化の傾向が著 しく、また、加工食品に対する消費者の依存度は年々大きくな

っている。そうした加工食品に対 しては風味の保持増強等の目的で種 々の食品添加物の使用が

不可欠である。

当班では前年度から化学的合成品以外の食品添加物の調味料について衛生学的使用実態調査

を行ってきた。今回のテーマである調味料については食品原材料と考えられている。 しか しな

がら、その使用方法を見た場合、添加物的要素が大きく、また今後ますます需要が多様化 し製

造量も増加 していく可能性が大 きいため、安全性確保及び規格設定等の基礎資料とするために

衛生学的使用実態調査を行ったので報告する。

イ 調査項 目

(ア)細菌検査 一般生菌数、大腸菌群数、好気性芽胞菌、ボツリヌス菌、嫌気性芽胞菌

(イ)化学検査 成分分析、純度試験(水 分、塩分、強熱残留物、ヒ素 ・重金属、遊離アミノ

酸、クレアチン ・クレアチニン、有機酸、糖類、モノクロルプロパ ンジオー

ル(MCPD)

ウ 調査結果

(ア)細菌検査 検体数 卓上型調味料27件

その他業務用165件 計192件

(1)一 般生菌数の検出状況は表1の とおりである。

(2)好 気性芽胞菌の検出状況は表2の とおりである。

また一般生菌数と好気性芽胞菌数の相関関係をみると

全体では 回帰直線Y=AX+B A=0.83

B=0.71相 関関係(r=0.75)

で強い相関が見られた。

(3)大 腸菌群、嫌気性芽胞菌、ボツリヌス菌の検出状況は表3の とおりである。

(イ)化学検査 検体数 卓上型調味料27件

その他業務用調味料176件 計203件

(他に無機塩類製剤6件)

(1)塩 化ナ トリウム量、強熱残留物、核酸量、ア ミノ酸、及び塩化ナ トリウム以外のアル

カリ硫酸塩計算値の結果(乾 燥物換算値)は 表4の とおりである。

(2)ヒ 素及び重金属:ヒ 素については1検 体が2.2ppmで あった以外はすべて2ppm以 下、

重金属についてはすべての検体が20ppm以 下であった。

(3)水 分含有:形 状別平均値は4.32%、 ペース ト状25.9%、 液状62.4%で あった。粉末状

の もので4.0%を 超えたものは63件 あった。

(4)核 酸分析:5'-イ ノシン酸2ナ トリウム(1MP)、5'-グ アニル酸2ナ トリウ
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ム(GMP)、5'-シ チ ジル酸2ナ トリウム(CMP)、5'-ウ リジル酸ナ トリウ

ム(UMP)、 及 び5'-ア デ ニル酸2ナ トリウム(AMP)に つ いて行 ったが、全検

体を通 じてIMP、GMPが 主 体 と して検出 され畜産系及 び水産系 にお いてAMPの 多

い もの12検 体、UMPの 多 い ものが4検 体あ った。また加水分解系、酵母系、及 び酵母

配合系 にお いてUMPの 多 い もの17検 体 、CMPの 多 い ものが5検 体あ った。

(5)ア ミノ酸分析:ア スパ ラギ ン酸(ASP)、 トレオニ ン(THR)、 セ リン(SE

R)、 グ ル タ ミン酸(GLU)、 グ リシ ン(GLY)、 ア ラニ ン(ALA)、 バ リン

(VAL)、 メ チオニ ン(MET)、 イ ソロイ シン(ILE)、 ロイ シン(LEU)、

チ ロ シ ン(TYR),フ ェニル アラニ ン(PHE)、 リジ ン(LYS)、 ヒスチ ジ ン

(HIS)、 ア ルギニ ン(ARG)、 お よびプロ リン(PRO)に つ いて行 った。全検

体を通 じてGLU、ASP、GLY、ALAが 高 い値 を示 した。

ア ミノ酸組成比(重 量%)を 図1に 積 み重 ねグラフで示す。

(6)有 機 酸:無 機塩類を主体 とす る製剤以外 の検体 か らすべての ピログル タ ミン酸が検 出

され たが、 その量 はすべて1%以 下 であ った。

(7)糖IHAP、HVP以 外 の検体か らすべて糖(デ ンプンを主 成分 とす る)が 検 出され

た。

(8)ク レアチ ン、 ク レアチニ ン:畜 産系検体37件 にお いて実施 したが、牛 肉を主原料 とす

3検 体か ら総 ク レアチ ン値 と しておのお の12.3、13.1、8.8重 量%検 出 したのみでその

他 はいずれ も1.0%以 下 であ った。検査実施検体の内訳は ビー フ系14件 、ポー ク系9件 、

チキ ン系9件 、その他5件 であ った。

(9)モ ノ クロルプ ロパ ンジオール(MCPD):平 成2年 度 に収集 した56検 体(HVP 、

野 菜系、酵母配合系)に ついて検査を実施 した。56検 体中MCPDを100ppm以 上 検出 し

た検体が20検 体あ った。それ らはいずれ も食物 タンパ ク加水分解物(HVP)で その値

はそれぞれ100(7検 体)、260、280、300、310、350 、480、520、530、590、

730、810、820、1320ppmで あ った。(乾 燥 物換算)

エ 考 察

細菌検査の結 果、一般生菌数 について東京都 の指 導基準 を超え る ものが、卓 状型1件 、業務

用1件 あ った。好気性芽胞菌 について103(食 肉製 品の製造基準 中砂糖、澱粉 、香辛料中の数)

を こえ るものが卓状型1件(3.7%)、 業 務用18件(10,9%)あ った。 また、一般生 菌数 と好

気性芽胞菌数 との間 には強 い相関が 見 られた。嫌気性芽胞菌 を検 出 した検体が24件(12 .5%)

あ った。調味料が多種多様の食品 に使用 されている現状 か ら、 これ らが食品の潜在 的 リス クを

高めていると推察 され、原材料を含め た対策が必要 である。

化学検査 の結果で は、水分含量 につ いては粉末状 の ものでJASの 風 味調味料の規格4 .0%

を 超 える ものが63件(31%)あ っ た。塩化 ナ トリウム量 につ いては野 菜系 を除 く大多数 の検体

で10-20%の 含 有が確認 された。加水分解 系の平均値が高 いのは、塩酸分解 ・水酸化 ナ トリウ

ム中和 の工程があ るため と考え られ る。栄 養摂取の面か らも表示が必要 と考え る
。
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核酸量の平均値については野菜系で小さく、また、酵母系 ・酵母配合系で大きい傾向が見ら

れたが、酵母のRNAを 酸あるいは酵素で分解 し、分画 したものが化学的合成品あるいはそれ

以外の食品添加物中の核酸系調味料であるため、当然の結果といえる。アミノ酸量の平均値に

ついては加水分解系で特に高い値が見られたが、元来動植物のタンパ ク質を加水分解 したもの

であるため、当然 といえる。これらのことか ら酵母系あるいは加水分解系調味料については他

の配合調味料の調整に使われる可能性があることが推察できる。

アミノ酸分解の結果では、グルタミン酸をはじめアルパラギン酸、グリシン及びアラニンの

4種 のアミノ酸が全ア ミノ酸中に しめる割合が天然物のアミノ酸組成に比較 して明らかに高い

検体 も多 く、 これら市場に流通する天然系調味料のほとんどがア ミノ酸添加によって調整され

た物であることが推測 される。

塩化ナ トリウム以外のアルカ リ硫酸塩(強 熱残留物-塩 化ナ トリウム料X1.2)の 値は主と

してナ トリウム、カリウム糖の硫酸塩の量を示すが、これは添加 されたグルタミン酸ナ トリウ

ムの量に比例すると考えられる。クレアチン ・クレアチニンは牛肉特有の成分であり、 ビーフ

エキスに関してはヨーロッパ各国で5-10%と 異なった規格が定められているが、今回、総 レ

クアチニン値12.3、13.1、8.8(重 量%)検 出 した3件 体はファース トグレー ドの ものとい

える。しか しながら、 「ビーフ」をうたいながらクレアチン値が検出限界以下の検体が11件 あ

ったことは上に述べて来たとおり、アミノ酸分析及び塩化ナ トリウム以外のアルカリ硫酸塩計

算値等とあわせ考えた時、これら多 くの 「天然系」調味料がブレン ドによって 「らしく」創造

された添加物製剤であることを示唆するものである。また、今般の表示の改正とも関連 して、

表示の必要のない(分 画 していない)加 水分解系あるいは酵母系調味料をブレンドに使用する

傾向が強まることも予想され、原材料表示が必要と考える。

また、モノクロルプロパンジオール(MCPD)に ついては妊娠抑制作用があるとして ドイ

ツで検討がなされているが、規制値についてはADI等 の裏付けがないため暫定的なものであ

る。我国においては一部メーカーの自主的規格があるのみである。生成の機如としては原料中

の脂肪から脂肪酸が加水分解によて遊離 し、クロールイオンと結合 してできるとされている。

天然系調味料については定義もさだかではな く、食品あるいは食品素材とされるものか ら、

化学的合成品たる食品添加物あるいはその製剤となるものまで非常 に広い範囲の ものが含まれ

ている。今後、調味料については個々のものについて食品衛生法上の分類を行い、規格基準に

適合 しているか適正表示がなされているかチュックしていく必要があろう。一方、規格基準の

ないもについてはメーカーの自主規格にとどまらず規格基準の制定を、また、表示については

全成分表示を基本に考えてい くべきであろう。

加工食品の多様化 ・需要増は時代の趨勢であり、それら加工食品の製造上不可欠な天然系調

味料の製造加工技術もバイオテクノロジーの応用等によってめまぐるしく変遷を遂げている。

そうした流れに対応すべく、原材料を含めた規格の制定、表示の適正化が急務であると考える。
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(13)市 販流通する健康食品及び機能性食品の衛生学的調査

― 食物繊維含有食品及びマ ンネンタケ ―

ア 調査目的

「グルメブーム」と呼ばれる飽食の時代に消費者の関心は、美容(フ ィットネス)や 健康

(ヘルシー)を 強 く意識 した食生活へと移 り変わってきた。食品業界では、こうした消費者の

美容 ・健康志向に敏感に対応 し、さまざまな商品を開発し販売 している。その中で、食物繊維

を加えてその生理機能を付加 した製品によるコマーシャルが引き金 となり、爆発的なブームに

なった清涼飲料水を初めとし、数多の商品が登場 している。

一方、その発生が単発的で手に入れるのがむずかしく、不老長寿の霊薬であるという昔から

の信仰 もあって幻のキノコされてきた、サルノコシカケ科に属す る一年生キノコであるマンネ

ンタケ(漢 名 「霊芝」)は 、最近ではそのエキスが ドリンク剤、顆粒、錠剤などに加工され健

康食品として販売 されている。

そこで、本年度は、 これ ら食物繊維含有食品およびマンネ ンタケ加工食品について、衛生学

的実態調査を行なった。

イ 調査方法

(ア)対象期間:平 成2年4月 ～平成3年3月

(イ)対象品目:食 物繊維含有食品27品 目(飲 料16、 菓子11)

マンネンタケ加工食品10品 目(顆 粒5、 錠剤4、 ペースト1)

(ウ)調査実施方法及び対象施設:ス ーパー3店 、 薬局2店 、 デパー ト1店 、

健康食品問屋1店 、 の計7店 舗より買上げ し検体とした。

(エ)検査機関:都 立衛生研究所 生活科学部 食品研究科 第四研究室

都立衛生研究所 生活科学部 栄養研究科 食品分析研究室

都立衛生研究所 微生物部 細菌第一研究科 真菌研究室

都立衛生研究所 多摩支所 衛生細菌研究室

ウ 検査結果

(ア)食物繊維含有食品

(1)細 菌及び真菌検査(表1)

(2)理 化学検査(表2、 表3)

(イ)マ ンネンタケ加工食品

(1)細 菌及び真菌検査(表4)

(2)理 化学検査(表5、 表6)

エ 考察及びまとめ

(ア)食物繊維含有食品

(1)食 品衛生法及び薬事法に抵触する表示事項はなかった。

(2)食 品衛生法上の細菌検査では、清涼飲料水はすべて成分規格に適合してお り、また、菓

子類について も食品衛生法上の問題はないと思われる。
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(3)食 品添加物としての保存料、甘味料、着色料、漂白剤、酸化防止剤及びPCBは いずれ

からも検出されず、ヒ素及び重金属の検査では、清涼飲料水はいずれも成分規格に適合 し

ていた。なお、検出された重金属いずれ も天然由来のものであると思われる。

(4)農 薬の検査で有機 リン系のマラチオ ンが微量に検出された菓子類1検 体は、粉末キ ャベ

ツ及び小麦粉を原料としたクッキーで、乾燥品のため検出 したと思われる。

なお、キャベツの残留農薬基準値ではマラチオンの許容量は、2.0ppmと なっている。

(5)ア フラ トキ シンB1が 検出された菓子類1検 体は、コーンファイバーを原料としたクラ

ッカーであり、 これが汚染されていたのか、あるいは他の原料に由来 したのかまでは、追

求できなかった。

その他総臭素、AV,POVは どれも値が低 く問題ないと思われる。

(イ)マ ンネンタケ加工食品

(1)食 品衛生法違反(製 造者住所氏名な し)1検 体については、業者指導を行 った。なお、

薬事法に抵触するものはなかった。

(2)摂 取量に関する表示では、摂取方法についてはほぼ何 らかの記入がなされていたが、摂

取量は無表示の ものが40%と 多かった。

(3)細 菌検査及び真菌検査については、問題ないと思われる。

(4)食 品添加物としての保存料、甘味料、着色料、漂白剤の検査では、いずれ も検出されな

かった。

(5)ヒ 素、カ ドミウムはいずれも検出されなかった。しか し、鉛については、1検 体が4 .8

ppmと天然含有量より高い値で検出された。

銅及び亜鉛は全検体から検出されているが、検出値は天然含有量と同程度であった。

(6)総 臭素は1検 体か ら、258ppmと 高い値で検出された。これは、 くん蒸剤の使用が考え ら

れる。

(7)農 薬については、BHC,DDTと も検出値が低 く、また、キノコ栽培に使用され ると

いわれているチアベンダゾールは、検出されず問題はないと思われる。

今回の調査から食物繊維含有食品については、有機 リン系農薬やアフラ トキシンB1が 微量

検出された。この原因 としては、食物繊維自体に起因するのか、ほかの配合原料に起因す るの

か、追求できなかったが、機能性成分である食物繊維に起因すると仮定すれば、通常の食物中

に含まれているもの以外に、農薬、カビ毒その他有害物質が摂取される可能性を示唆している。

一方
、マンネンタケ加工食品については、重金属のうち鉛が4.8ppmと 高い値を示す検体 と、

総臭素では、小麦の残留農薬基準値50ppmを 超える検体があった。摂取方法についての表示で

は、摂取量表示のないものが40%も あり、消費者がこれらを連続 して極端に多量摂取 した場合

に健康影響が憂慮される。

オ おわ りに

近年、機能性素材といわれているものが、食物繊維をは じめ各種オリゴ糖、ヘム鉄、不飽和

脂肪酸など、数多 く取 り上げられ、今後 ともこれらの加工食品が多数出現することが予想され
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る。

今回調査 した食物繊維でも、比較的安全とされていながら過剰摂取により、便秘を悪化させ

たり、 ミネラルの吸収を阻害するなどという報告もあり、これ ら機能性素材の過剰摂取の防止

策 として、正 しい知識を消費者に付与するなど、特に慎重な取り組みが必要であると考える。

表1食 物織維含有食品の細菌及び真菌検査 調査

表2食 物繊維含有食品の化学検査結果(そ の1)

*1菓 子 に つ い て は キ ャ ン デ ィ ー を 除 く *2AV,POVは 粗 脂 肪5%以 上 の も の を 検 査 した

表3食 物 繊 維 含 有 食 品 の 化 学 検 査 結 果(そ の2)

表4マ ン ネ ン タ ケ 加 工 食 品 の 細 菌 検 査 結 果

表5マ ン ネ ン タ ケ 加 工 食 品 の 理 化 学 検 査 結 果(そ の1)

表6マ ン ネ ン タ ケ 加 工 食 品 の 理 化 学 検 査 結 果(そ の2)
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(14)国 内産野菜 ・果実の残留農薬実態調査

ア 調査目的

近年、国外での収穫後使用農薬(ポ ス トハーベス ト)の 使用実態が消費者グループ、学者グ

ループなどの調査により数次にわたり発表された。一方、国内農産物についても有機農法や無

農薬への取組が活発化 しているなど、食品中の残留農薬に対する安全性に都民の関心はかつて

ないほど高まっている。

国内産農薬 ・果実については、従来から継続 して検査を実施 しているが、平成2年 度か らは、

食品衛生法に基準がない野菜などについて もその対象を拡げ、さらにいわゆる無農薬栽培(低

農薬栽培及び有機栽培を含む)な どの野菜 ・果実についても調査 した。

平成3年1月 、総務庁の行政監察の勧告によると、農家での農薬使用実態を実地調査 した結

果では、基準より濃い農薬が使われたり、使用禁止期間を守 っていない例が見つかったなどの

指摘がなされている。このように、国内産野菜 ・果実についても残留農薬の検査は重要である。

イ 調査方法

(ア)調査期間 平成2年5月 ～平成3年1月

(イ)対象品目

(1)検 査対象農薬は、表1の とおり

(2)検 査対象野菜は、一般の野菜7作 物30検 体 と、無農薬栽培などの野菜15作 物20検 体

(ウ)対象品目の収集方法

(1)国 内産野菜 ・果実

市場流通 していたものを買上 し、検体とした。

(2)無 農薬栽培などの野菜 ・果実

無農薬栽培などとして販売 されている野菜 ・果実の実態を把握するため、4系 列の店か

ら買上げし、検体とした。

(エ)対象施設

(1)国 内産野菜 ・果実(慣 行栽培)

多摩地区内のスーパー6ケ 所

(2)無 農薬栽培など

多摩地区の無農薬及び低農薬栽培などの野菜 ・果実専門販売店3ケ 所

多摩地区のスーパー1ケ 所

(オ)検査機関

都立衛生研究所生活学部食品研究科 中毒化学研究室

都立衛生研究所生活学部食品研究科 農薬分析研究室

ウ 結果及び考察

(ア)国内産野菜 ・果実

表-2の とお りパセ リ7検 体のうち4検 体から、根ショウガ7検 体のうち1検 体か ら、 ミ

ニ トマ ト4検 体のうち3検 体から、 ミツバ3検 体の全てから農薬を検出 した。 しか し、大葉
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3検 体 、セ ル リー2検 体、 チ ンゲ ン菜4検 体か らは、いづれ も農薬を検 出 しなか った。

なお、食品衛生法の残留農薬基準(パ セ リ、 ミツバ、セル リー、 トマ ト)に 違 反する もの

はパセ リ1検 体(ダ イア ジノ ン0.13ppm)で あ った。 また、農薬取締法による登録 保留基準を

超えて検出 した もの は3検 体(パ セ リPCNB1.4ppm、TPN3.0ppm、 ミツバTPN3.5ppm)

で あ った。

特に、TPNに つ いて は5検 体か ら検出 し、 その うち2検 体(パ セ リ、 ミツバ)が 農薬取

締法に基づ く登録保留基準を超えていたため、栽培農家に対す る農薬の適正使 用の徹底指導

が望まれ る。

(イ)無 農薬栽培 などの野菜 ・果実

表-3の とお り入手先A系 列3検 体、B系 列10検 体 、C系 列2検 体、及 びD系 列5検 体、

計20検 体を検査 した。なお、食品衛生法の残留農薬基準に違反す るものはなか った。また、

農薬取締法 による登録保留基準 を超えて検出 した ものはなか った。

(1)A系 列3検 体(無 農薬1、 低農薬2)を 検査 した ところ、 いずれか らも農 薬は検出 しな

か った。

(2)B系 列10検 体(低 農薬10)を 検査 した ところ、 ミツバ(葉 茎)か らプロ シ ミ ドン0.22ppm、

EPN0.06ppm及 び プ ロチオホ ス0.01ppm、 ミツバ(根)か らプ ロシミ ドン0.52ppm、EPN

0.12ppm及 び プ ロチオ ホス0.03ppm、 ミカ ン(皮)か らクロ ルベ ンジレー ト0.01ppmを 検 出 し

た。

(3)C系 列2検 体(低 農薬2)を 検 査 した ところ、キュウ リか らプロシミ ドン0.03ppm、 ピー

マ ンか らプロ シミ ドン0.14ppm、 ビ ンクロゾ リン0.02ppm及 び ホサロン0.25ppmを 検 出 した。

(4)D系 列5検 体(低 農薬5)を 検 査 した と ころ、 レタスか らTPN0.028ppm、 イ ンゲ ンか

らTPN0.28ppm、 ホ ウ レンソウか らTPN0.28ppmを 検 出 した。

(5)現 在 、無農薬栽培、低農 薬栽培、有機栽培 などと名称を つけた野菜が販 売 されているが

その定義 は無 く生産者 または販売者の 自主的 な判断に拠 って いる。

今 回の調査 で系列 ごとにその取扱 に差が あ り、低農薬栽培 といわれ る野 菜か らも複数 の

農薬 を検 出す るなどその実 態は不明確で ある。そのため今後 も調査を行 う必要が ある。
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表-1検 査対象農薬と国内産野菜果実(慣 行栽培)の 検体数及び検出数

(平成2年 度)

(注)(●)の 数は、食品衛生法違反のもの

(▲)の 数は、検出数のうち登録保留基準を こえたもの
食:食 品衛生法に基づく規格基準の対象農薬
登:登 録保留基準対象農薬
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表-2平 成2年 度 国内産野菜果実の検査実施結果 (平 成2年 度)

●:食 品衛生法違反の もの ▲:登 録保留基準 を超えた もの

表-3無 農薬栽培などの残留農薬検査結果 (平 成2年 度)

無:無 農薬栽培 低:低 農薬栽培な ど
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(15)畜 水産食品における抗菌性物質残留実態調査

ア 調査 目的

わが国の畜水産業界は、大規模化 ・集団飼育化を積極的に導入 し、品質の向上や生産コス ト

の低減を図りなが ら発展を遂げてきた。

しか し、これらの経営形態の導入は集団過密飼育の形態をとることから、いろいろな疾病の

発生を もたらし、その予防のために多 くの薬剤(動 物用医薬品及び飼料添加物)を 使用するこ

とが必要不可欠なもの となってきた。

その結果、大規模化 ・集団飼育化の経営は定着 しつつある一方で、畜水産食品への抗生物質・

合成抗菌剤の残留の問題が起 こり食品衛生上問題となっている。

そこで、畜水産食品の安全を確認するため、養殖魚、養殖魚の部位別、鶏卵、蜂蜜及び食肉

製品の抗菌性物質残留実態調査並びにニジマスに対する薬剤投与実験を実施 した。

イ 調査方法

(ア)調 査期間 平成2年4月 ～平成3年3月

(イ)対 象品目

(1)養 殖魚介類(う なぎ、あゆ、あじ、活車えび、ブラックタイガー、まだい、 ヒラメ)

(2)食 肉 類(鶏 肉、鶏肉肝臓、豚肉、豚肉肝臓、牛肉、牛肉肝臓)

(3)鶏 卵

(4)蜂 蜜

(5)脱 脂 粉 乳

(6)食 肉製品類(生 ハム、生ソーセージ、加熱ハム、加熱ソーセージ)

(ウ)検査内容

(1)抗 生物質:テ トラサイクリン系(TC系)、 ペニ シリン系(PC系)、 ア ミノグリコシ

ド系(AG系)、 マクロライ ド系(ML系)、 サ リノマイシン、モネンシン、

ラサロシド

(2)合 成抗菌剤:オ キソリン酸、 ピロ ミド酸、ナリジクス酸、ピリメタ ミン、クロピドール、

サルファ剤(ス ルファジメ トキシン、スルファモノメ トキシン)

(エ)検 査内容

抗生物質の検査は、東京都衛生研究所で開発した簡易系統別推定検査法(試 料をEDTA

-2Naマ ッキルベン緩衝液で抽出しSEP-PAC-C18カ ー トリッジで抗生物質を吸着

させ、その溶液に浸 したパルプディスクM.luteus,B.subtilis,B.cereusの 平板にお

き培養)を 用い、培養後阻止円を形成 したものについては、さらに公定法に準拠 して分別同

定を行った。

(オ)養 殖魚の各検体量は、うなぎ、あゆ及びあじについては5尾 を1検 体 とし、活車えび及び

えび(ブ ラックタイガー)は1ブ ロックを1検 体、まだい及びひらめは1尾 を1検 体とした。

ウ 結果及び考察

(ア)養 殖魚介類(う なぎ、あゆ、あじ、活車えび、ブラックタイガー、まだい、 ヒラメ)

―441―



(1)う なぎ8検 体、活車エ ビ9検 体、ブラックタイガー(冷 凍品)19検 体及び凍結氷19検 体

を検査 したが抗生物質 ・サルファ剤は検出されなか った。

(2)あ ゆ7検 体を検査 したところ、あゆに使用が禁止されている抗生物質(オ キシテ トラサ

イクリン 「以下OTCと 略す」)が エラ2検 体か ら0.1～0.6μg/g、 内蔵1検 体から0.07

μg/g検 出 した。また、1検 体の内蔵から抗生物質を検出 したが物質は特定できなかった。

(3)あ じ9検 体中1検 体から抗生物質(TC系)を 検出 したが、物質は特定できなかった。

卸問屋6軒 の養殖池か ら水6検 体、飲食店3軒 の水槽の水3検 体について抗生物質 ・サル

ファ剤の検査を実施 したが検出されなかった。

(4)真 鯛15検体中1検 体のエラから抗生物質(TC系)を 検出したが、物質は特定できなか

った。

(5)ヒ ラメ8検 体中2検 体のエラから抗生物質(OTC)を0 .10～0.20μg/g検 出した。

今年度の調査で、水産用医薬品の対象動物に指定されていないあ じ及び ヒラから抗生物質

(OTC)が 検出されたことから、養殖魚業界においては対象動物以外の魚種にも抗生物質が

広範囲に使用されているものと推察される。平成2年2月 の改正で、近年、養殖生産量の増加

が著 しいぎんざけが対象動物に指定されたように安全性を考慮 した上で早急 に対象動物(魚 種)

の見直 しを実施すべき時期に来ていると考える。

表-1抗 生物質及び合成抗菌剤を検出した養殖魚介類
(平成2年 度)

(イ)食 肉

(1)鶏 肉 ・鶏肉肝臓

鶏 肉66検 体(内 訳 ・輸入 品26検 体、国産 品40検 体)を 検 査 したところ、国産品3検 体 か

ら抗生物質(OTC)を0.05～0.20μg/g検 出 し、1検 体 よ り抗生物質(ラ サ ロシ ド)を

0.10μg/g検 出 した。

また、輸入品2検 体か ら抗生物 質(OTC)0.08μg/gと クロピ ドール0 .89μg/gを 検

出 した。

―442―



(2)豚 肉 ・豚肉肝臓

57検体(内 訳 ・輸入品32検 体、国産品25検 体)を 検査 したところ、国産品2検 体か ら抗

生物質(ク ロルテ トラサイクリン 「以下CTCと 略す」)を0.01μg/g検 出 し、1検 体か

ら抗生物質(TC系)を 検出したが物質は特定できなかった。輸入品3検 体からスルファ

メサ ジンを0.1～1.10μg/g検 出した。

(3)牛 肉 ・牛肉肝臓

63検体(内 訳 ・輸入品50検 体、国産品13検 体)を 検査したところ、輸入品1検 体か ら抗

生物質(TC系)を 検出 したが、物質名は特定できなかった。

今年度の調査で食肉類14検 体から抗生物質 ・合成抗菌剤が検出された。また過去の調査

において も検出されていることからみても、食肉生産の現場において抗生物質 ・合成抗菌

剤は飼育上欠 くことのできない薬剤になっていると考え られる。

しか し、あらためて薬剤の使用方法が遵守 されるような指導方法の確立が望まれる。

表-2抗 生物質及び合成抗菌剤を検出した食肉類
(平成2年 度)

(ウ)鶏 卵

48検体を検査 したところ、1検 体か ら抗生物質(OTC)を0.10μg/g検 出 した。1検 体

か ら抗生物質(ML系)を 検出したが、物質名は特定できなかった。

(エ)蜂 蜜

51検体(輸 入品36検 体、国産品15検 体)を 検査 したところ、輸入品1検 体か ら抗生物質

(OTC)を1.00μg/g検 出 した。
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(オ)脱脂粉乳

20検体(輸 入品2検 体 ・国産品18検 体)に ついて検査 したが、抗生物質 ・サルファ剤は検

出されず安全性が確認できた。

(カ)食肉製品

生ハム10検体、生ソーセージ10検体、加熱ハム5検 体及び加熱 ソーセージ5検 体を検査し

たところ生ハム、生ソーセージ各1検 体か ら抗生物質(TC系)を 検出したが物質は特定で

きなか った。加熱ソーセージ1検 体か ら抗生物質(PC系)ア ンピシリン0.005μg/g検 出

した。

今回の調査で加熱ソーセージか ら抗生物質(PC系)を 検出 した事から、食肉製品の製造

における 「原料の自主検査制度」の確立が必要である。

表-3抗 生物質及び合成抗菌剤を検出した鶏卵 ・蜂蜜 ・食肉製品類(平 成
2年 度)

(キ)ニ ジマスに対する薬剤投与実験

養殖魚の集団飼育化に伴い、魚病が多発化 しており、その魚病を予防す るために様々な動

物用医薬品が使用され、いわゆる薬漬け養殖が食品衛生上問題となっている。そこで、ニジ

マスに抗生物質(OTC)及 びサルファ剤(ス ルファモノメ トキシン 「以下SMMと 略す」)

を投与 し、薬剤の残留及び調理加工後の魚体における薬剤の残留と消長について調査を行っ

た。

(1)実 験場所 東京都水産試験場奥多摩分場

(2)使 用魚種 孵化後540日 目のニジマス

(3)薬 剤投与方法

試験用水槽(容 積80l,塩 ビ製)を4槽 用意し、それぞれにニジマスを30尾 入れ流水中

で飼育 した。

エサは水温と平均魚体重からライ トリッツ換算表により換算 し、ニジマス30尾当たり1

日量20gと した。このエサに次の方法で薬剤を混合 しニジマスに投与 した。

a水 産用テラマイシンを吸着油でニジマス用配合飼料に混合 し、塩酸OTCと して50mg

/体 重/1日 の濃度で5日 間自由摂取 させた。

bダ イメ トンソーダを吸着油でニジマス用配合飼料に混合 し、スルファモノメ トキシン
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として150mg/体 重/1日 の濃度で5日 間自由摂取 させた。

(4)検 体採取

前述の(3)薬剤投与方法の項目に示 したOTC及 びSMM含 有の餌 を5日 間自由摂取後

(投薬終了)5日 目 ・31日目に検体採取 した。

(5)調 理加工方法

摂取 した検体について次の方法で調理加工(焼 く、煮る)を 行ない各検体の筋肉、内蔵

及びエラについて検査 した。

<生>水 産試験場の水槽か ら水揚げした状態

<焼 く>電 気ロースター(魚 焼器)を 用いてニ ジマスの表裏各6分 計12分 の加熱を行っ

た。

<煮 る>ス テ ンレス製鍋に1lの 蒸留水を入れ、沸騰 した後ニ ジマス5検 体(10尾)を

入れ13分 煮た。

(6)調 査結果

薬事法に基づ く水産用医薬品の使用基準によれば、OTC・SMMの 休薬期間は30日間

と定められている。

今回の投与実験から、SMMは 休薬期間を守 った場合、ニジマスに残留 しないがOTC

は残留する事が確認 された。

また、焼 く、煮 るの調理加工を行 った場合、OTC、SMMは 分解せずにで残留 し、生

の状態よりも調理加工を行った場合、残留値が低い傾向にあることが分かった。

表-40TC・SMMの 調理加工後の各部位残留値(平 均値)(平 成
2年 度)

(単 位:μg/g)

工 抗生物質及び合成抗菌剤を検出した食品の措置

(ア)抗生物質を検出 し、その物質名が特定された鶏肉、豚肉、鶏卵及び蜂蜜については、生産

者及び輸入元を管轄する自治体にその旨を情報提供 し、改善指導法を依頼 した。なお、検出

した抗生物質の内ラサロシドが特定された鶏肉は生産県に違反発見の通知をした。

(イ)合成抗菌剤を検出 しその物質が特定 された鶏肉及び豚肉は、輸入元を管轄する自治体に違

反発見の通知を した。

(ウ)抗 菌性物質が検出されたが、物質が特定 されない場合や公定法の検出限界を下回るものは、

参考資料に止めた。
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